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I. はじめに
わが国において行なわれて来た法定のディスクロージャー制度は，これ
まで有効に機能していないという批判が，欧米投資者からなされて来た。
このようなディスクロージャーの無機能化は，わが国企業の資金調達が間
接金融中心になされて来たために，金融機関を中心にしたコーポレート・
ガバナンスの枠組みの中での情報提供を，経営者が優先して来たためとい
われている。したがって，一般投資者を意識した制度ディスクロージャー
が機能しないのは，その意味で合理的であった。しかし，このようなクロ
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ーズドな枠組みは，バブル期の大量の直接金融とその後のバブル崩壊に伴
う株式市場の暴落により，わが国一般投資者や外国投資者の利益を無視し
たものとなり，非合理的なものと化した。同時にバプル崩壊は，右肩上が
りだった不動産価値をも暴落させ，担保を前提にした間接金融中心の資金
調達も，金融機関の貸し渋りと相まって，資金を必要とする企業にとって
不可能となっている。
このような情況において，最近「間接金融の市場化」（通産省 [1998])
が提言されている。本稿では，この市場型間接金融の環境において，これ
までそれほど重要な機能を果たしているとは社会的に認知されて来なかっ
た職業会計人が，保証業務を提供することによってリスク負担者として重
要な役割を担う可能性を示唆することになる。
そこで，以下では，市場型間接金融の内容について明らかにしたうえで，
当該市場において職業会計人が果たし得る役割を理論的に解明し，そこで
の知見に基づいて，実際の判決事例をひもとき， リスク負担（損害回復）
がどのように法廷によって要請されたのか，を確認してみたい。
I. 市場型間接金融における契約構造
金融の重要な機能は， リスクの再配分を行なうことにあり，銀行に代表
される金融仲介業は， リスクを分析し，そのリスクの程度に応じたリター
ンと見返りに，当該リスクを負担し配分する業種ということができる。従
来，わが国の金融機関は適切なリスク分析機能を欠いてきたため，バプル
期以前には，メイン・バンクを中心とした「過度のリスク・テイク」が，
そしてバプル崩壊以降には「過度なリスク回避」という極端な行動パター
ンを採って来た凡
この民間金融機関のリスク回避選好により，相対的にリスクの高い中小
1)例えば，二上 [1994]第 1章を参照されたい。
市場型間接金融における会計士業務の経済的機能（松本） (655)283 
企業が資金調達に窮することが多くなり，そこへの融資を国や地方自治体
による政府系金融機関からの公的金融が担う形になっている2)。この制度
融資は，融資先企業のリスクを国民全体ないしは自治体住民全体に配分す
るという点では，究極のリスク再配分活動とみなすことはできるが，本来，
当該リスクを負担する意図を持たない当事者ヘリスクを負担させることに
なり，かつ当該リスクに見合ったリターンが分配されていないという点で，
合理性に欠けた方法といわざるをえない。また公的金融については，「民間
金融機関とは異なり，決済機能を通じて企業の資金の流れを把握すること
が困難である」（忽那 [1998]65頁）ために，その信用調査能力に限界があ
り，融資による事業支援そのものの効果にも疑問がもたれている3)0 
そこで，問題点として挙がってくるのは， リスク再配分とそれに見合う
リターン分配の形態として，経済合理性のある方法を確立しなければなら
ない点である。
II-1. 相対型間接金融から市場型間接金融ヘ
今後，ビジネス・リスクの大きい新規事業分野を担うベンチャー企業を
含む中小規模の企業への資金供給を円滑に行なうためには，企業に対する
2)詳細は，忽那 [1998]第2章を参照されたい。
この公的金紬の間接的な融資形態として信用保証制度があるが，これも①リスク
を最終的に負担するものにその意思がな<'②リスクに見合ったリターン設定がな
されておらず，さらに③保証者に信用調査能力がない， という点で合理性を欠いて
いる。信用保証制度については忽那 [1998]第3章を参照されたい。
3)例えば，「制度金融の破綻＝特別保証の効果『一時的』が52%」（日本経済新聞社
[1999a])では，以下のような記述が見られる。
「大阪信用金庫（大阪市）は6日，昨年10月に創設された中小企業金融安定化特
別保証制度の利用状況調査をまとめた。同制度を利用した中小企業のうち52.9%が，
資金繰りの安定に『一時的な効果しかなかった』と答えた。
資金繰りの安定効果が『大きかった』との回答は43.7%と，利用企業全体の半分
以下にとどまった。返済については85.3%の企業が『始まっている』と回答。ただ，
返済の見通しについて 8割強が『返済可能』としている一方，『苦しい』も， 16.6%
あった。」
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融資リスクを複数のリスク・テイカーによって負担する間接金融の市場化
が不可避である 4)。そのためには，以下の要件が充足されねばならない（通
産省 [1999]15頁）5¥ 
(1) リスクが分解され，そのリスク毎に適切な情報開示が行なわれ，市
場で受け入れ可能なリターンが設定されること。
(2) 機関投資者のニーズに応じて，多様なリスク対リターン商品が金融
資本市場に提供されること。
(3) 投資信託などにおいて，多様なリスク対リターンを組み合わせた手
法を活用することで，個人向けにも受け入れ可能な商品が提供される
こと。
上記のような要件を満たす「市場化」の形態は，企業対金融機関の関係
は1対 1を維持した上で，当該金融機関の資金調達を多様化し， リスクを
不特定多数の預金者•投資者に再配分するという方法である。この形態で
は，相対型の間接金融として従来通りの融資行動が金融機関によって採ら
れることとなるので，発生し得る融資先企業の倒産に伴う 1次リスクは単
独の金融機関が担い， 2 次リスクを不特定多数の預金者•投資者に配分す
るというものである。
4) リスク・マネーの供給という点では，中小企業側に直接金融の道を開くことがも
っとも効果的であるため，店頭市場の拡充，高度な目利きを持つ投資事業組合やベ
ンチャー・キャピタリストの育成も検討されるぺき課題である（通産省[1999]17-18
頁）。
5) このような金融機関の資金調達段階における市場型間接金融の考え方は，通産省
[1999]にも見られる。
当該報告書では，直接金紬と間接金融の関係を以下のように説明している（通産
省 [1999]16頁）。
従来型間接金融：預金により調達した資金を原資とした銀行貸出（企業借入）
市場型間接金融：仲介機関が資本市場を用いて調達した資金を原資として，企業
に資金を供給すること（具体的には，投資商品，年金，生保勘定等を通じて， CP,
社債，株式等を購入する仕組み。一部，貸出しが行なわれる場合もある）。
直接金融：企業が仲介機関を通さず，最終的な資金の出し手が直接資金を供給す
る仕組み（具体的には， CP,社債，株式等）。
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これに対し， もう 1つの「市場化」の形態として考えられるのは，単独
の企業に対して複数の金融機関が融資するというシンジケート・ローンに
よる協調融資である（日本経済新聞社 [1998b])。この融資形態の場合，
次リスクそのものを複数債権者が細分化して負担することが可能となる。
この結果，従来の相対型間接金融において融資契約にともなう大半のリス
ー
クをメイン・バンクが負担し，メイン・バンク対融資先企業という 1対1
の契約構造であったものが，融資先企業1社に対してリスクを複数の契約
という 1対複数間での契約構造に変わって行くことに参加者が負担する，
なる。
ここでの「市場化」の形態を伴ういずれの融資契約も，供給資金を直接
の媒介とした契約構造であり，複数債権者によるリスク細分化という視点
では共通しており，相違は 1次リスクの段階から分解し，配分するか否か
という点にある。これら 2つの形態の「市場化」を図示したものが［図 1]
である。
図1
間接金融の市場化
（融資段階）
公募
市場型問接金融の形態
間接金融の市場化
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I-2. 担保主義（自己保証）から脱担保主箋（他人保証）へ
従来のわが国金融機関の企業向け融資は，当該企業の将来キャッシュ・
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フローのリスクとリターンを詳細に分析して行なわれたものではなく，そ
の担保評価のみに基づいて行なわれて来た。またこのようなリスク分析の
不十分さは，バプル時代のみではなく，慢性的な資金不足状態にあった高
度成長期から，銀行がリスクに対する管理能力を向上させる機会を持たな
かったことが指摘されている。というのも，厳格なリスク管理を行なわな
くとも，個々の融資先企業の失敗は他の融資先企業の成功によって償われ
たためである（二上 [1994]17頁）。
今日でも，中小企業が銀行に融資を申請する場合に，当該企業の有する
資産を担保に入れることは当然のこととして，企業自体に担保に供する資
産がない場合，企業経営者の個人財産を担保に入れることも常識的に行な
われて来た。このような経営者の担保提供は，自らの経営する企業の債務
返済を保証する行為（債務保証）であり，経営者自らの経営活動の健全性
を約束する行為でもあった。これは，倒産などによってリスクが顕在化し
た場合に備えての経営者によるリスク負担であり，まさに自己保証の宣言
といえる。
このわが国金融機関の融資行動は，紬資先企業の倒産を迎えた場合に，
どれだけの融資額を回収できるか， という観点に基づいており，そこでの
担保価値は企業の融資時点における清算価値を前提にしているといえる。
これに対しアメリカの投資銀行では，不動産担保を主流とするのではなく，
売掛債権と在庫に対して担保設定しており，融資先企業の赤字や操業間も
ない等を理由にして融資を拒絶することはない， と言われている（森俊彦
[1998] 15頁）6)。この担保設定のためには，将来のキャッシュ・フローを
評価することが必要であり，その意味で将来にわたる企業の存続を前提に
6)この傾向は，次のような日米の融資姿勢に関する記事にも現われている。
アメリカでは，個別の事業案件ごとに融資するプロジェクトファイナンスが主流
であり，事業の収益予想をもとに，適切な貸倒引当金を積むことが義務づけられて
いるのに対して，わが国では不動産を担保に企業の「信用」で融資をする手法に極
端に傾斜しており，資金使途の監視が甘く，担保価値が下がれば損失は自然と膨ら
む（日本経済新聞社 [1999b])。
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したものといえ，企業の存続価値に基づいている。この場合，担保設定の
ためには，金融機関側の企業分析能力が不可欠となっているのである。
アメリカ投資銀行の取る存続価値に基づいた担保でなく，わが国金融機
関が清算価値に基づく担保を取っている， という相違はあるが，日米いず
れの金融機関でも原則として担保設定が行なわれており，それが倒産に伴
う事後的なリスク負担者を誰にするか，すなわち担保提供者に負担させる
か否か， という事後的リスク負担者の観点からなされているのは共通して
いる。
しかしながら，先に見た供給資金を媒介とした市場型間接金融における
契約構造は，融資先企業対金融機関の関係を 1対複数にするために，個々
の金融機関による融資先企業に対する担保設定を困難にする。もし契約関
係への参加者がこれら当事者のみであるとすれば，債務者が自らの負う債
務を契約条件通りに自発的に返済しない場合，債権者としては担保を処分
することによってしかこれを回収することはできない。そうだとすれば，
担保設定が難しくなる契約構造を志向する間接金融の市場化は，債権者の
債権回収手段を縮小してしまうことになる。
つまり，供給資金を媒介にした 1対複数の契約構造は，資金供給に伴う
リスクを事前的に細分化するための契約関係であって，事後的なリスク負
担を宣言する担保の代わりにはなり得ない。この結果，実際にそのリスク
が顕在化したときに事後的にリスク（厳密には発生損害）を負担させるた
めに，最初の契約集合（融資先企業対金融機関）とは独立したリスク・テ
イカーを新たに契約集合に引き込むことが，担保という事後的リスク負担
機能がなくなった場合には合理的となるのである冗
7) ここでは「リスク細分化」という点から論を進めているため，資金需要者の視点
が欠けている。しかし，資金需要者にとっても，第三者を契約関係に引きこむこと
が合理的となることは，松本 [1998][1999]において論証している。
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皿保証業務のもつ損害補償機能
リスクが顕在化した後に，事後的に債務額そのものの返済を約束する債
務保証行為ないし担保提供行為を直接に代替することを，会計士による保
証業務8)は意図するものではない9)。しかし，会計士が提供した保証業務に
よって財務諸表に対して信頼性が付与され（サービスによって付与される
信頼性の程度は異なる），それに依拠したものが，後にその依拠に起因して
損害を蒙った場合で，かつ当該保証業務に瑕疵があった場合，合理的な範
囲で会計士が損害賠償責任を負うのは当然のことである。この結果，会計
士によるサーピスは，間接的にではあるが，将来発生し得る損害額の補填
（補償）を情報利用者に対して約束する，という機能を果たしていること
になる。
わが国の民法で保証というと，人的な債務保証が想起され，金融機関が
介在する場合でも，自治体等による信用保証制度による契約が想起される。
この債務保証契約に相当する関係を図示したものが［図2]である。
この図からも判るように， 2つの契約（主たる債権債務契約とそれに付
随する保証契約）のキー・パーソンは債権者である。ここでは，債権者が
債務者との間で主たる債権債務契約を締結し，当該債務の弁済を保証する
契約が，従たる債権債務契約として保証人と債権者との間で交わされる。
つまり信用能力のある保証人と債権者との間の保証契約は，信用能力の乏
しい債務者が融資契約を確保するための前提条件となっている。この結果，
8)会計士の提供し得る財務諸表関連の保証業務には，中位の保証水準を提供するレ
ピューと高位の保証水準を供する監査が含まれている (SSARS#l)。さらに，低い
保証水準ではあるが，コンピレーションも保証業務に含めることも考えられる。詳
細は松本 [1998]を参照されたい。
9)債権者が債務不履行の債務者から幽資資金を回収する手段としては，法的手段と
して担保権の実行と訴訟提起による財産処分（強制執行）という 2つが原則である
（岩城 [1996]9 -10頁）。
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図2 債務保証による契約関係
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主たる債権債務契約関係
債権者は公式の正当な法的権利として，先ず債務の弁済を債務者に対して
請求し，当該弁済が滞った際には，保証人に対して当該債務の弁済を請求
できる。
このようなわが国における債務保証を前提にする「保証」概念の理解に
対して，一般的には，あるいは英米法においては，ヨリ広範な内容を包括
する概念として使用されており，保証は，「他者の疑いをなくし，その確信
や信頼を誘発するという意図をもってなされる誓約や言明」 (Black[1991] 
pp.82-83)と定義されている。この定義からすれば，自らの職業専門的な行
為の結果としての成果として，試算表・財務諸表・申告書等ならぴに各種
証明書を作成・署名し，そしてそれが利用・公表される場合，当該行為は，
他者に対する「保証」という行為に該当する。その結果，自らの意見・署
名・証明といった職業専門家として，業務成果の公表を信じて損害を蒙っ
た他者に対して，当該公表情報が不実であった場合に，その補償責任を負
うのは職業専門家として当然である。このような保証契約の関係を図示し
たものが［図3]である。
［図 2] とこの［図 3]における相違は，後者の債権債務契約と保証契
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図3 保証業務による契約関係
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F/S+CPA's Report (保証）
利息
I -E・ 一顕在的ヂ済腑戎・-・--
貸付
約のキー・パーソンが債務者としての企業経営者となっている点にある。
ここでは，債務者が債権債務契約を債権者との間で締結するに際して，必
要とされる意思決定情報（財務諸表）の信憑性を補完するために保証契約
が交わされている。つまり，意思決定情報（財務諸表）の信憑性を自ら立
証することのできない債務者が，その信憑性について，第三者としての外
部職業専門家に報告書のなかで保証させることが，融資契約（債権債務契
約）成立の前提条件となっている。債権者と債務者との間には情報の非対
象性が存在するため， もしその信憑性を確認できなければ，債権者は当該
情報を利用しようとせず，融資契約には参加しないであろう。つまり，こ
れら 2つの書類が債権者側の意思決定情報として一体的に機能することが
期待されているといえる。この結果，債権者は公式の正当な権利として，
先ず債務の弁済を債務者に対して請求するが，当該弁済が滞って損害が発
生し，かつ一体的意思決定情報のなかに何らかの瑕疵があった場合には，
当然の権利として職業専門家に対して損害賠償を請求できる。
このように，①キー・パーソンが債権者なのか，あるいは債務者なのか，
という点と，②弁済が滞った場合に生ずる請求権が，保証債務額の弁済請
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求なのか，あるいは被損害額の補償請求なのか， という重要な形式的相違
は認められるものの，いずれの契約関係においても，①保証契約は融資契
約が成立するために不可欠の前提条件（融資契約獲得の手段）となってい
る点で共通しており，また②当該保証契約が債権者にとって顕在化する時
点が，債務者からの弁済が滞ったときである（資金回収の手段），という機
能では同じである。なお，［図3]では，債務保証の存在を前提としない情
況を想定したが，債務保証と保証業務の両者が併存する契約を図示すれば，
以下の［図 4]のようになろう。
図4 債務保証のある保証業務による契約関係
以下では，事後的リスク負担者として職業会計人が機能し得る情況を具
体的に明らかにするため，職業会計人の法的責任が問われた代表的な事例
を具体的に検証することにしたい。
IV. 法的責任認定プロセス
市場型間接金融における事後的なリスク負担，その結果としての被害者
の損害回復，を機能化させるためには，法廷による損害賠償請求訴訟に対
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図5 認定プロセス
提訴権者の争点
出訴期限の争点
提訴
契約違反・不法行為
の争点
…. 原則
業務報酬の範囲
発生総損害額
する判決が迅速かつ適切に出される必要がある。［図 5]は，職業会計人が
提供した保証業務に関連して被害者から損害賠償が請求された場合に，そ
の損害賠償責任を法廷が認定（否定）するまでのプロセスを示したもので
ある10)。
［図5]では，訴訟において解決されるべき争点が， 3段階のフィルタ
によって表わされており，これらフィルタ毎に，法廷は意思決定を行なっ
ていることを示している 11)0
10)本図は，数多くの判例が蓄積されているアメリカの事例を後の章で参照するため，
アメリカ法を前提にしている。
11)各争点のヨリ詳細な内容については，松本 [1991][1992] [1995]を参照された
い。
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(1) 提訴権者・出訴期限法…・・・提訴した被害者を救済すべきか否か， また
その提訴が出訴期限法に定める期限内になされたか否か，を検討する。
(2) 契約違反・不法行為（事実認定）……被告の側に契約違反ないしは不
法行為（詐欺・過失）の事実があったか否か，を検討する。
(3) 賠償金額……上記 2つの争点がクリアされた場合，最終的に被害者に
どの程度の補償を認めるか，が決定される。その範囲は，通常，職業
会計人がクライアントの間で契約した業務報酬から，被害者が蒙った
総損害額にまで及ぶことになる。
N-1. 事実認定における争点
救済されるべき範囲に被害者が含まれることが認定され，かつ出訴期限
法に抵触していないことが認定されれば，被告の側に原告のいう訴訟原因
が事実として存在したか否かを判定しなければならない。その場合の事実
認定としては，被告となった会計士に①契約違反（契約法訴訟の場合）が
存在したか否か，②不法行為が存在したか否か（不法行為法訴訟の場合），
を認定する必要がある。それらの存否を認定する場合に機能するのが，判
定基準としての「職業専門家としての正当な注意」基準と「覚知性」基準
である。具体的には，前者の基準が，自主規制基準として公認会計士協会
等が設定し，協会メンバーに強制している「一般に公正妥当と認められた
業務基準」が遵守されているか否か，を考慮することが期待される (Miller
[1983])のに対して，後者は，職業会計人が不法行為ないし契約違反の存
在を実際に知っていたか否か（知っているはずであったか否か），を現実の
事実関係に基づいて判断する基準である。
財務諸表に関連する会計士業務としては，その保証水準の程度に応じて
コンピレーション・レビュー・監査という 3つの代表的なサービスが挙げ
られる。これらサービスは，そのいずれもが労働集約型サービスであるた
め，そのコストの殆どが人件費からなる。したがって，業務報酬も当該コ
ストを反映し，それらを集約したものに利潤を加えたものとして決定され
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ると考えられる。
また業務報酬決定の重要な考慮要因として，国際会計士連盟 (IFAC)の
倫理規程でも，以下のような事項が掲記されている (IFAC[1998] par. 
10.2)。
「業務報酬は，クライアントに対して提供した業務の価値の適正な
対価でなければならない。業務報酬決定にあたっては，以下の事項を
考慮しなければならない。
(a) 関与する専門的業務に要求されている技能と知識
(b) 専門的業務の実施に従事するうえで必要とされるものの訓練と経
験の程度
(c) 専門的業務の実施に従事するものが要した執務時間
(d) 専門的業務の遂行に課されている責任の程度」
上記規程からも明らかなように，当該サービスの特性に加えて，提供す
る側の要因がコスト計算に算入される必要があるといえる。
以上のような認識は，それぞれの契約締結時において考慮され，その結
果，サービス計画立案時において，適時の人員配置と時間配分に現れる。
もちろん人員配置と時間配分はサービスの遂行に応じて漸進的に修正が行
なわれるため，最終的に確定するのはサービス完遂時となる。
W-2. 補償範囲決定における争点
契約違反や不法行為の存在が認められた後，損害賠償の金額が法廷によ
って査定される。まず補償範囲として考えられるのは，当該契約を締結す
る以前の情況に被害者を回復させる範囲相当のものである。これは，被害
者に対して追加費用を支出させることなく，代わりのサービスを享受でき
るように意図した賠償形態で，契約の取り消しによって，既に支払われた
業務報酬額の回収がこの賠償範囲に相当する。
さらに，契約違反や不法行為の存在によって，当該行為がなかったなら
ば得られたであろう利得を被害者に提供することを志向した賠償形態もあ
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る。この場合は，被害者が蒙った総損害額が賠償されるように判決される。
したがって，被害者がクライアントであった場合，その範囲が契約報酬
範囲に留まるのか，あるいは発生総損害額にまで及ぶのか， という争点が
問題となる。また，被害者が第三者である場合には，その補償範囲がどの
ように算定されるのか，ということが問題となる。
V. 検証
上記のように，職業会計人の提供する保証業務のもつリスク負担機能が
検証されるためには， (1)企業経営者と金融機関との間の契約集合に，当該
債権債務契約が締結される時点で職業会計人が1つのエージェントとして
参加しているか否か，という契約当事者としての適格性と， (2)その提供さ
れたサービスにおける注意義務履行の程度，そして(3)当該債権債務契約が
果たされなくなった場合に，職業会計人の提供したサービスが補償機能（事
後的リスク負担機能ないしは損害補填機能）を代替できているか否か，と
いう点を確認しなければならない。
本稿は，職業会計人の提供する財務諸表関連業務の間接金融におけるリ
スク負担機能を検証することが目的なので，以下では，任意契約12)として締
結されたコンピレーションやレビュー等の財務諸表関連業務に伴って生じ
た損害賠償請求事例を検証することによって，注意義務履行程度の検証過
程と損害補填の範囲の争点がどのように扱われているか，を検証すること
にしたい。
V-1. サンプル・ケース抽出
ニュー・ヨーク州コモン・ロー判例において，実際にコンピレーション
ないしレビューを扱ったケースを抽出するために，以下のようなプロセス
12)任意契約に基づく会計士業務を前提に考えるため，コモン・ロー訴訟を分析対象
とした。
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を採ることにした。
(1) 母集団： LEXISデータベースの1978年12月以降に提起された訴訟ケ
ース
抽出ケースを78年12月以降に絞ったのは， 78年11月にコンピレーション
ならびにレビューに関する業務基準として『会計およびレビュー業務に関
する基準書』 (Statementon Standards for Accounting and Review 
Services: 以下SSARS)がアメリカ公認会計士協会 (AmericanInstitute 
of Certified Public Accountants : 以下AICPA)から公表されたためであ
る。
(2) サンプル抽出：
キー・ワード
= [review]+ [CPA] or [accountant] or [certified public accountant]+ 
[damages] 
= [compilation]+ [CPA] or [accountant] or [certified public accoun-
tant] + [damages] 
(3) サンプル総数： [review]→ 14ケース
: [compilation]→ 1ケース
(4) 目視により総サンプル数から，直接関係しないサンプルを除く
表1 レビューとコンピレーション該当ケース数
Review Compilation 
無関係 8 無関係 ゜Audit 3 Audit ゜Review 3 Compilation 1 
合計 14 合計 1 
※上表において， LEXISにおいて抽出したケースについて， [review]
と [compilation]サンプルのフル・ペーパーを入手したうえで，内容
を調ぺた結果である。
(5) コンピレーションの 1ケースは，レビューで抽出した 3ケースのうち
の1つと重複している。
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V-2. 具体的検討
以下では，前節で抽出したケースのうち，注意義務履行程度の検証過程
と損害補填範囲の争点を網羅したものについて，内容を紹介した上で，分
析することにする。
V -2 -1 . Collins v. Esserman & Pelter13> 
本ケースは，建設会社の破産管財人が，過年度に当該企業をレビューし
た会計事務所ならびにそのパートナーに対して会計過誤で訴えたものであ
る。
判決……被告（会計士）敗訴
(1) 会社の帳簿係による詐欺の策略を見つけられなかったことによ
り，会計士は適用可能な注意義務の基準に違反した。
(2) 被用者の過去の経歴を調べずに雇用したという会社の行為が，損
害の唯一の近因ではない。
(3) 帳簿係が郵送しなかった納税のための小切手，それぞれの日付か
ら利息を計算する。
事実関係
1983年に R. KocenkoとA. Passioninoは，総合建設会社Edward
N ezelk Construction Company Inc. (以下Nezelek社）を設立し， 84年
にNezelek社は被告Esserman& Pelter (以下E& P) をコンピレーシ
ョン準備のために雁い， 86年からは財務諸表の作成のために雁った。また
86年に， Nezelek社は帳簿係の M.A.Walshを解雇し（会社の金を盗んで
いたことが発覚），一定の内部統制手続を設けたうえで， R.Jordanを帳簿
係として濯った（この Jordanは，以前に E&Pから仕事のできの悪さの
13) Collins v. Esserman & Pelter, 681 N.Y.S.2d 399 (N.Y.A.D. 3 Dept. 198). 
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ゆえに解雇され，その後E&Pのクライアントの 1つで働いたが，横領に
より解雇されていた）。
90年4月に Nezelek社は，内国歳入庁 (IRS)から，賃金税〔雇用保険
料〕を支払っていなかったことにより，受取勘定差押さえの告知を受けた。
その後90年7月から， E&Pは90年2月28日決算会計年度と90年9月30B
決算会計年度をレピューし始め， 90年2月期をレビュー中に28万ドルの税
債務が支払われていないことを発見し（財務諸表を修正）， 同時にJordan
がこの事実を隠蔽するために記録の改窺をしていたことを発見したが，そ
れ以上は追求しなかった。その後92年前半に， Jordanは解雇，起訴された
後，総額およそ28万9千ドルの賠償を命じられた。
92年3月に Nezelekは破産を申請し，破産管財人が選任された。当該管
財人は， Jordanの詐欺行為を会計士が発見できなかったことに基づき，損
害賠償を請求した。
賠償認定額
法廷が認めた損害賠償額は，総額211千ドルであり，この金額は90年10月
図6 Collins v. Essermanの事実関係
↑ I 8 報酬=~ / ↓ I /損害賠償請求
倒産後、権利関係引継
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から91年11月の間に， Jordanが横領した金額に91年5月1日(IRSから差
押さえ告知を受けた翌月）から起算した利息と費用を加えて算定されてい
る。
認定プロセス
争点：不法行為……正当注意義務（職業専門的懐疑）履行程度
(1) 会計士が業務遂行中に疑わしい事実に遭遇した場合，業務基準
(SSARS)では「……限定保証を達成するのに必要な追加的手続を実
施しなければならない」 (SSARS§100.29)旨を規定しているが，その
~ 
遵守がなされたか否かを検討し，法廷は，会計士がそれを遵守しなか
ったと判定した（強調筆者）。
(2) 原告と被告の両当事者側から専門家による証言が提出されたが，各当
事者側の主張をそれぞれの専門家証人が証言したために，解決すべき
専門家証言に関する信用性の争点を新たに法廷に提供しただけに終っ
た。
(3) 賠償されるぺき金額の算定に当たって，法廷は原因損害額に原因行為
から後に発生した経過利息を含めて計算した。
法的効果
正当注意義務履行程度の分析において法廷が用いた判断基準は， AICPA
が公表している業務基準 (SSARS)であった。また認定された賠償額は，
原告が蒙った発生総損害額としている。さらに救済される当事者の範囲に
は，元々の契約関係（クライアント対会計士）の外にいた第三者である破
産管財人であったが，倒産企業の権利の譲受人として保護すべき対象に含
めている。
わが国においても，職業会計人としての税理士が提供した試算表・申告
書作成業務における過誤に基づいた，以下のようなケースがある。
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V-2-2. わが国のケース14)
本ケースは，税務およびそれに関連する会計業務を契約した税理士の作
成したクライアントの確定申告書を信用して保証人となった第三者が，税
理士の詐欺を申し立てて提起した損害賠償訴訟である。
判決……被告（税理士）敗訴
税理士は，その作成した書類の記載を信用して融資をし（保証をし，担
保を提供した場合を含む）損害を蒙ったものに対して，その損害を賠償す
る義務がある。
事実関係
顧問税理士y(被告，被控訴人）が，クライアント（甲会社）経営者（乙）
の依頼により，税務署に対しては真実の赤字の確定申告書 (52年4月1日
から53年3月31日5,099万5,807円の欠損金）を提出しながら，融資申請の
ために銀行に対して黒字の虚偽の確定申告書2期分 (52年3月期約165万，
53年3月期約938万の黒字）を作成し，かつ毎月のクライアント甲社の試算
表を作成した。この2期分の黒字申告書を示された第三者X(原告，控訴
人）が，当該記載を信じて，銀行からの借入れを保証，担保提供をした。
しかし，このような融資手続に従って融資を受けた甲社は，まもなく赤字
によって倒産した。
その際，総額2億 4千万円の損害が発生し，このうち Xが約4千250万の
損害を負担した。この損害額は，税理士Yが作成した虚偽の書類に起因し
た損害であるとして， 2千万円15)の損害賠償を税理士Yに対して求めた。
14)仙台高裁昭61(ネ） 411号，昭63.2.26民一部判決；一審仙台地裁昭58(ワ） 1611 
号，昭61.9.11判決；判例時報1269号86-89頁。
15)本請求額が実損額よりも小さいのは，①被告税理士の負担能力と②訴え提起に伴
う申立手数料（この場合，賠償を得られそうもない 4千万を訴額にすると手数料は
16万を必要とする）（「民事訴訟費用等に関する法律」参照）を考慮したもの， とさ
れている。また，第1位請求対象者となるべき経営者は，自らの財産をすでに担保
に供してしまっていた。
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図7 仙台高裁事例
クライ7ント
（甲社） 融資
経営者：五
↑¥ | 卜 申告書（融資申請） ビうI 報酬 申告書 申告書 ↑ 弁済請求
↓ | 
賠償認定額
法廷が認めた賠償金額は，原告の蒙った損害額を原則としたうえで，請
求額2千万のうちの5割を過失相殺し16), 1千万円とした。
認定プロセス
争点：不法行為……正当注意義務履行程度
(1) 税理士は，クライアント経営者が銀行を欺く意図をもって虚偽の書類
作成を依頼したことを知っていた。
(2) 税理士は，当該書類を信用して債務保証，あるいは融資するものが，
損害を受けるかもしれないことを予見していた。
(3) 実際に，粉飾を反映した書類作成を行なった。
(4) 補償範囲は，発生損害額を前提にしている。
16)被害者（原告）が自らの被保証融資を管理するため，融資後に取締役に就任して
いることから，会社の実態（帳簿閲覧等により）を把握できたのにそれを怠った，
ことを勘案している。
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法的効果
正当注意義務履行程度を判定する際に法廷が用いた基準は，被告税理士
がクライアント経営者の詐欺行為を知っていたか否か，という「覚知性」
基準であった。また賠償認定額の算定過程は，実際発生総損害額を前提に
して，原告側の過失の程度を勘案したものとなっている。そして，救済さ
れる当事者の範囲として，税理士と納税者（クライアント）との契約関係
に基づく責任は，両当事者の間でのみ負担されるものであるが，虚偽の申
告書等を第三者が信用して損害を蒙った場合，第三者に対しても不法行為
責任を負うこととした。
VI. おわりに
企業は，種々の利害関係者が，自らの労働力や資金といった資源を提供
することと，企業内に蓄積された資源プールから，認められた一定の範囲
内で請求できる権利を交換する約束（契約）の集合体と把えられる 17)。この
資源提供義務と資源請求権との交換契約が有効に機能するためには，いず
れかの当事者に当該約束に違反する行為が存在した場合に，事後的に科せ
られるサンクションが，違反したことによって得られる便益よりも大きい
ものが予め設定され，相互に承認されている必要がある。
このような契約を自己強制的契約と称するが，経営者対職業会計人や経
営者対金融機関という契約構造を考えた場合も，いずれかに約束違反が生
じた場合にどのようなサンクションが当該契約に盛り込まれているのか，
を無視してはならない。特に市場型間接金融においては，この事後的なサ
ンクションの存在が，善意の当事者が蒙るかもしれない損害を回避ないし
は補填することを可能とする。
本稿では，この自己強制的契約を念頭に匿いた上で，シンジケート・ロ
17)詳細は， Sunder[1997]を参照されたい。
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ーンのように 1企業対複数金融機関という形で間接金融が市場化した情況
において，これまでわが国においてそれほど重要視されて来なかった職業
会計人が，ヨリ重要な機能を担うようになると考えた。内容を要約すると
以下のようになる。
市場型間接金融は従米の相対型間接金融と異なり，メイン・バンクが融
資契約に基づいて，融資先企業のリスクを単独で担うのではなく，複数の
金融機関で分散して担うことが可能となる。しかし，このリスク細分化の
手法は，企業対金融機関という相対の契約構造では可能であったサンクシ
ョンに基づく債権回収の道を難しくする。つまり，融資契約の前提とされ
た担保設定が，複数の金融機関が関与することで相互間での競合が生じ，
困難となるのである。この結果，相対的契約では実施できた担保処分とい
うサンクションによる債権回収は，不可能と化す。
それでは，担保という事後的なリスク転嫁，すなわち融資申請者による
自己保証，が機能しない場合に，善意の債権者はどのような手段で，自ら
のリスクを転嫁し，債権回収を図れば良いのであろうか。
通常，融資申請にあたって企業経営者は，自社の財務内容を示す会計報
告書などを作成し，その信頼性の程度を保証する契約を職業会計人との間
で締結している。この経営者対職業会計人の契約関係は，経営者からの報
酬と引き換えに，職業会計人が依頼されたサービスとその結果である報告
書を提供するという約束の交換であり，いずれかの側に約束違反が生じた
場合には，損害賠償請求という形でサンクションが顕在化することになる。
また当該報告書が，第三者によって依拠され，利用される場合には，その
瑕疵（不法行為）の程度に応じて補償する義務を職業会計人は負わされ得
る。つまり職業会計人は，自らの発行する報告書に瑕疵が将来明らかにな
った場合には，当該報告書に依拠して被害を蒙った善意の第三者にまで，
その損害を補填することを潜在的に約束に含めていることになる。たとえ
ば信用監査18)を想定すると，経営者による会計報告書とそれに添付された
18)信用監査の位置づけについては，松本 [1994]を参照されたい。
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会計士による監査報告書は，当該約束が含まれたものとして金融機関の手
に渡る。この結果，善意の金融機関は，事後的なリスクを職業会計人に転
嫁することができ，担保処分という回収手段の代替的機能を，職業会計人
による保証業務に求めることが可能となるのである 19)。
次に，職業会計人による保証業務の事後的リスク負担機能を認めたうえ
で，どのようなプロセスで当該リスク負担（損害補償）が行なわれるのか，
を検証した。具体的には，①契約違反や不法行為の存否を判断する基準が
どのようなものか，そして②補償範囲をいかなる方法で査定するか，とい
う争点である。
①の争点については， AICPAが自主規制基準として設定している業務
基準を，その瑕疵の程度を分析する際に法廷は利用していること(NY州判
例），またクライアントの詐欺的意図を知っていたか否かも，職業会計人側
に不法行為の存在を認定する基準として利用していた（仙台判例）。
②の争点では，契約金額にかかわらず，いずれのケースでも被害者が蒙
った総損害額を前提に査定された。ただし，NY州のケースで時間の経過に
よる利息や費用が含まれたのに対して，仙台のケースでは被害者の過失を
考慮に入れて職業会計人側の過失を相殺して損害賠償額を算定していた。
19)わが国においても，ょうやく融資申請者のコスト負担による信用監査の形態が芽
生えつつある（例えば，日経 [1999c])。
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